
 
 注：特殊な償却資産（２以上の市町村 
      中小事業者など           市町村 にまたがるものなど）については、 
                ③軽減申告          総務大臣または道府県知事に申告 

                            する必要があります。 
①確認依頼     ②申告書発行     

  
            認定経営革新等 
      支援機関など 
 
 
 

手続きの流れ（イメージ図） 

認定経営革新等支援機関などが確認した証明書
および同機関に提出した書類一式 
(1)中小事業者などであること 
(2)事業収入が一定程度落ち込んでいること 
(3)事業の用に供している資産であること 


